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ABSTRACT 

A population concentration at Bangkok by the rapid economic growth since the change of the strategy 

for industrialization in 1960 in Thailand caused a lot of slums communities there. Government tried to 

solve the problem and figured out the way of the community based social development. It achieved a 

certain result, however small slums are omitted from that. This research aims to figure out what kind of 

spatial and social structure is surrounding the small slums at the case study’s area and considering 

measures to improve the current situation of the small slums. Three conclusions have been drawn: 1) 

Factors of the spatial and social structure at the case study’s area was figured out. 2) The location of the 

small slums was shown. 3) Measures to improve the situation of the small slums were considered  

 

第 1章 研究の概要 

1-1 研究の背景と目的 

国連人口基金（UNFPA）の世界人口白書1によると、2011

年、世界の人口が 70 億人を超えた。その半数が都市に住んで

いる。都市人口の急激な拡大により、途上国や中進国と呼ば

れる国では都市にスラム地域が形成されており2、スラムの居

住環境の改善が喫緊の課題となっている。タイでも、1960 年

代の急速な経済成長に伴ってスラム問題が深刻化し、現在は

小規模なスラムが多数存在している。そこで、本研究ではバ

ンコク都バーン・イーカン地区、バーン・バムルー地区を対

象に、これまでの都市貧困政策、コミュニティ政策から取り

こぼされている小規模スラムを取り巻く空間・社会構造を明

らかにすることを目的とする。その結果を踏まえ、今後のバ

ンコクの小規模スラムの地域社会開発政策を提案する。なお、

本論で用いるスラムの定義を、国際連合人間居住計画

(UN-Habitat)の簡略の定義である「不衛生な標準以下の住宅

群による人口密集地域」3とする。 

1-2 先行研究と本研究の位置付け 

バンコクのスラムに関する研究は、スラムの形成過程やスラ

ム対策事業に関する研究4、コミュニティや小規模住民組織を

対象とした住環境整備に関する研究5、BMP(後述)のパイロッ

ト事業の事例を挙げた研究やタイのコミュニティに関する研

究6、制度面から都市構造の変遷を追った研究7やバンコクの

特徴的な街路構造や交通網に注目した研究8がある。しかし、

これらの投下されてきたスラム対策、コミュニティ政策、歴

史的な空間・社会構造の文脈に、小規模スラムを位置づけ、

対策を求める研究は管見ではない。また、本研究の対象地区

は、小規模なスラムが多数存在する地域であり、バンコク全

体でも同様のことが顕在化していると考えられることから、

本研究の対象とすることにした。 

1-3 本研究の方法と構成 

主な調査方法は、文献調査、現地観察調査、対象地区の住民

への聞き取り調査、有識者へのアンケートである。2 章でバ

ンコクのスラム政策とコミュニティ政策を概観し、3 章と 4

章で対象地区の空間・社会構造を明らかにし、5 章ではスラ

ムの居住環境改善策の検討を行う。 

第2章 バンコクの都市スラム政策とコミュニティ政策
2-1 都市スラム政策の変遷 

国及びバンコク都庁 Bangkok Metropolitan Administration 

(以下、BMA)は、1960 年代には、まずスラムの撤去・移転政

策を採り、70 年代に入るとオンサイトの居住環境改善事業や

サイト・アンド・サービスへと対策が移行し、80 年代に入る

と土地分有事業と住民の自助と参加が政策の中心に据えられ

るようになり、スラムにコミュニティ登録制度を設け、住民

参加型の社会開発が確立されるようになった。その後、この

政策はスラムの枠を超え、バンコク全体での登録コミュニテ

ィベースの社会開発方法へと拡大していった【表 2-1】。 

2-2 コミュニティ政策の概要 

BMA による登録コミュニティは、都市空間すべてを網羅す

る行政の最小単位ではなく都市の中に点在している9。バンコ

【表 2-1】 都市スラム政策とコミュニティ政策 



クには計 2009 の登録コミュニティがあり、その面積はバン

コクの総面積の約 18.4%、人口は約 24％を占める(2011 年時

点)。BMA によるコミュニティは 5 つに分類され、社会開発

サービスが提供されている【表 2-2】。一方で、登録コミュニ

ティとは別に、地縁組織としての「コミュニティ」は、バン

コクには存在していないというのが定説である10。しかし、

寺の周囲に人が集まって 1 つの単位として生活してきたとの

言及11はある。コミュニティ政策とスラム政策、住民の認識

上の生活範囲などを概念的に示す【図 2-1】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3 貧困層への住宅政策 BMP と BEP の概要 

 2003 年に、コミュニティ組織開発機構 Community 

Organization Development Institute(以下、CODI)によるバーン・

マンコン・プログラム Baan Mankong Program(以下、BMP)

と国家住宅公社 National Housing Authority(以下、NHA)による

バーン・ウア・アートンプログラム Baan Eua Arthorn 

Program(以下、BEP)の 2 つの低所得者用住宅政策が実施され

た。BMP は、住民が貯蓄、構想、計画、運営を行う住宅政策

である。BEP は、当初は国が低価格住宅を貧困者に供給する

政策であったが、後に対象者は中所得者向けとなる。 

第 3章 対象地区の概要と歴史的な空間・社会構造 
3-1 対象地区の概要 

 バーン・イーカン地区，バーン・バムルー地区は、バンコ

ク都のチャオプラヤー川西岸沿いのバーン・プラッド区に位

置する。約 300 年前からチャオプラヤー川沿いに寺院が次々

と建立され、現在 12 の寺院がある。その周辺に人々が集まっ

て暮らし始めた。寺院の周辺以外は果樹園であり、都市化が

本格的に始まり、住宅街が形成され始めたのは 1960 年以降

である。2013 年現在、バーン・イーカン地区は人口 26889

人、バーン・バムルー地区は 19576 人である12。バーン・プ

ラッド区は面積あたりの密集コミュニティ数の割合が最も高

い都心部(西) に属し13、その中でも密集コミュニティの総面

積が最も大きい区である14。 

3-2 歴史的な空間・社会構造 

3-2-1 タノンとソイ(街路構造) 

バンコクは世界の中でも特殊な街路構造を持ち、大通り(タ

ノン)とそこからほぼ直角に延びる路地(ソイ)で形づくられて

いる15。かつての水路がタノンに置き換わり、タノン側から

水路のなくなった街区の奥に向けてソイが通される。このよ

うに、約 200 年前からソイは自然発生的に生まれ、バンコク

に特徴的な空間構造を形成した。対象地区では、四方を囲む

タノンから東西方向と南北方向に長く伸びたソイが見られる

が、中央のタノン(チャランサニットウォン通り)から東西方

向に伸びたソイが特に多く見られる。ソイは袋小路型の構造

が多く、ソイとソイを結ぶ通りはほとんど整備されていない。 

3-2-2 寺 

運河沿いとチャオプラヤー川沿いに 1600年代から 1800年

代に建立された多くの寺が立地しており、現在 12 の寺がある。

特にチャオプラヤー川に面し、運河の数も多いバーン・イー

カン地区に寺院が集中していることから、舟運が生活の基盤

であったことが分かる。 

3-2-3 寺中心のつながり 

 ヒアリング(後述)の結果、寺を中心とした広い範囲の住民

同士のつながりが存在していることが分かった【図 3-1】。ロ

ーイクラトン16などの宗教的な行事や、子供の日、父の日、母

の日などの年中行事の際には、住民は近隣の寺院に出向いて

行事に参加するため、寺中心のつながりが今でも強い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
第 4 章 対象地区の近代的な空間・社会構造 
4-1 ヒアリング調査概要 

 ヒアリング調査概要を示す【表 4-1】【表 4-2】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 2-2】 バンコク都（BMA）によるコミュニティの分類 

出典：遠藤環, 都市を生きる人々, 2011 を基に作成 

【図 2-1】コミュニティと小規模スラムの変遷 概念図  

【表 4-1】調査概要 

【表 4-2】登録コミュニティ，ヒアリング調査対象一覧 

【図 3-1】歴史的な空間・社会構造 
出典：衛生地図, ヒアリング調査結果を基に作成 



4-2 近代的な空間・社会構造 

4-2-1 登録コミュニティ 

登録コミュニティは、密集コミュニティが 17 箇所、都市コ

ミュニティが 2 箇所あり、登録コミュニティの境界線は運河、

チャオプラヤー川、ソイ、ソイに面した住居の外側となって

いる。そのため、対象地域全体として、ソイの影響を大きく

受けた東西方向に長い形態の登録コミュニティが多い。 

登録コミュニティの実態は各々異なっており、(a-15)や

(a-16)コミュニティのように、登録コミュニティ内にコンド

ミニアムや持ち家がない、もしくは少ない17ところでは、登

録コミュニティ内のイベントや行事が盛ん(a-15)-(13)(【表

4-3】中のコミュニティ No.(a-15)と質問項目(13)の対応する

部分。以下、文中の( )内の記号は、表中の記号と対応)で、他

機関が行っている低所得者層向けのプロジェクトへの参加

(a-16)(16)や、自らプロジェクトを考案する(a-15)(16) などコ

ミュニティ内の活動が盛んで、祭事の際には、コミュニティ

の枠を超えて近隣地域とも交流(a-15)-(15), (a-16)-(13)があり、

自助・共助の傾向が強い。一方で、6 年前に(a-1)に住んでい

た(O)のリーダーによると、(a-1)内にはコンドミニアム、持ち

家、そしてスラムが存在しているが、コミュニティの活動に

参加しているのは、ほぼスラムに住んでいる住民のみで、登

録コミュニティ全体としての共助の関係はなかったという。

コミュニティ内の居住形態の違いによって登録コミュニティ

内の自助・共助の関係性が異なる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4-2-2 BMP 参加地域 

対象地区内で唯一の BMP 参加地域である(O)プラチャサマ

ーキーは、(a-1)で退去勧告が出された一部の地域の住民が

BMP に参加し、再撤去・移転方式（Re-location）によって(a-2)

の敷地内の果樹園を切り開いて 2006 年につくった地域であ

る。登録コミュニティへの申請に必要な 100 戸以上の住戸数

に達していないため、登録コミュニティとはなっていない18。 

4-2-3 スラム  

衛星写真による確認、周辺地域からのヒアリング調査、

NHA による密集地域の分布図を基に現地観察調査を行い、①

登録コミュニティ内に位置するスラム(7 箇所),②登録コミ

ュニティ内にないスラム（2 箇所）を把握した。登録コミュ

ニティでないスラムの特徴として、近隣住民との関係が希薄

である (b-4)-(10),(b-5)-(10) (文中の( )内記号は、【表 4-4】

と対応)ことや、BMP 等の居住環境改善事業を知らない

(b-4)-(12),(b-5)-(12)等から、居住環境を改善するための情報

が不足している傾向があり、登録コミュニティ内スラム(b-9)

では BMP に参加しようとしたが、貯蓄が困難で途中で断念し

た経緯がある(b-9)-(12) 。また、寺社敷地では恒久的な建物の

建設が禁じられており、火災が起こると家を再建できない規

則19があり、寺社敷地と私有地では置かれている現状が異なる。 

4-2-4 登録コミュニティでない低所得者層グループ 

 登録コミュニティでのヒアリング時に、近隣に登録コミュ

ニティではないが何らかのつながりを持った地域があるかを 

聞き取りし、挙げられた地域を訪れヒアリング調査を行った。

その結果、特に直面している問題はないこと (b-1)-(11), 

(b-2)-(10)や、地方政治家がサービスを提供してくれる

(b-2)-(10),(b-3)-(10)ため登録コミュニティとなる必要性がな

いことや、強いつながりがない(b-1)-(10),(b-2)-(13),(b-3)-(13)

ことなどが分かった。 

4-2-5 細分化前のコミュニティ 

 現在の登録コミュニティ(a-1)(a-2)(a-3)(a-4)(a-5)は、かつて

1つのコミュニティ(A-1)であったが、運営・維持の効率化を

図り 1992 年から 2004 年に小規模の登録コミュニティに細分

化されたことが明らかになった。同様に(A-2)が(a-10)(a-11)

に、(A-3)が(a-13)(a-14)(a-15)(a-16)(a-17)に細分化された。元

を辿ると、登録コミュニティ制度開始後、密集コミュニティ

のほとんどは、寺院を中心とした広い単位で形成されていた

ことが分かる(【図 4-1】(A-1),(A-2),(A-3))。これに対し、2つ

の都市コミュニティ(a-18)(a-19)は登録年が新しく、コミュニ

ティ内にも近隣にも寺院がない。都市コミュニティと密集コ

ミュニティでは、歴史も住民の繋がり方も異なっていること

が把握できた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表 4-4】未登録グループのヒアリング調査 一部抜粋 

【図 4-1】ヒアリング対象、近代の社会・空間構造 

【表 4-3】登録コミュニティのヒアリング調査 一部抜粋 

出典：登録コミュニティは、バーン・プラッド区役所で 
入手した登録コミュニティ地図により作成 

【表 4-1】登録コミュニティ、ヒアリング対象一覧 



【表 5-3】アンケート結果のまとめ 

4-3 小結論 

 登録コミュニティ制度は、経済成長が始まった 1960 年代

以降に形成されたスラム地域を登録コミュニティとして社会

開発を行うための単位として表面化させたものであり、もと

もとの地縁組織としての「コミュニティ」を活用したもので

はない。しかし一方で、寺との中心に多くの登録コミュニテ

ィが位置していることや、ソイとのつながり(3 章参照)などの

歴史的な空間・社会構造の上に成り立っていることが確認で

きた。小規模スラムも同様で、1960 年代を発端としているが、

寺のつながりの中で歴史的に生まれたものもある。一方で、

都市コミュニティや寺の近隣ではない小規模スラム等の

1960 年以前の歴史的な文脈と全く関係性のないものも確認

された。 

第 5章 小規模スラムの居住環境改善の検討 

5-1 小規模スラム対策案の検討 

前章までの結果、居住環境に深刻な問題を抱えている小規模

スラムに影響を与え、資源となりうるものは、登録コミュニ

ティ、寺、ソイ、住民の自助・共助、BMA(CODI)、行政(区,

都)であることが明らかになったため、これらをスラム対策案

【表 5-1】の要素とする。更に、この対象地域では BEP(NHA)

は実施されていないが、BMP と並ぶ一大事業である(2 章参

照)ことから、要素に加える。スラムの分類については登録コ

ミュニティ内とそうでないもの、私有地と寺社敷地とで分け、

9 案を提示した【表 5-2】。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

5-2 スラム居住環境改善の提案に関する有識者の見解 

これらの対策案を、6 名の専門家、住民に検討してもらっ

た。（日本人研究者 2 名、CODI 職員建築家、元タマサート大

学研究員、BMP 参加地域のリーダー、タマサート大学教員各

1 名）アンケートで得られた回答をまとめる【表 5-3】。 

5-3 分析・考察 

対策案の要素のうち、①登録コミュニティ②寺④住民の自

助・共助⑤BMP(CODI)の要素が活用できる可能性が高く、

更にソーシャルネットワークという新たな要素が提案された。

③ソイ⑥BEP(NHA)⑦行政(都,区)を活用するのは、現段階で

は難しいとされた。そこで、活用できる要素①,②,④,⑤にソ

ーシャルネットワークを加えたものを組み込み、広い範囲で

の共助、近代の制度緩和、歴史的な資源の 3 つ側面からのア

プローチによる対策が効果的であると言えることから、以下

の対策案【表 5-5】が、現時点では最も妥当な案であると考

えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
第 6章 総合考察・結論・今後の課題                

本研究において以下のことが明らかになった。 

・バーン・イーカン地区，バーン・バムルー地区の歴史的な

空間・社会構造と近代以降に生まれた空間・社会構造を明

らかにし、小規模スラムを取り囲む状況を把握した。 

・小規模スラムの対策案を提示し、専門家らのフィードバッ

クを受け、提案を示した。 

・今後の課題として、今後、このタイの行政機関や住民にこ

の案を提示したいと考えている。 

                                                   
1 国連人口基金（UNFPA）,世界人口白書,2011,p.1 
2 田目夏実,アジア都市の現在―グローバル化と都市経済、コミュニティ、文化の変容, 日
本都市社会学会年報,2010 

3 U N-Habitat,Twenty First Session of the Governing Council Nairobi,Kenya,2007, p.1 
4 Sopon Pornchokchai, Bangkok slums –review and recommendation,1992 
5 藤井敏信, 安相景, アユタヤにおけるコミュニティネットワーク型の住環境整備事業の
展開と CODI の役割, 都市計画学会論文, 2001 他 

6 マリーケオマノータム,バンコクの地域住民組織,ヘスティアとクリオ vol 4, 2006 他 
7 新津晃一, 第 9 章 スラム形成過程と政策的対応, 日本評論社, 1998 
8 後藤淳, 堀米剛, 速水清孝, 村松伸, 藤森照信, 土地神祠からみたラタナコシン島の都

市空間の変容について,日本建築学会大会学術講演梗概集, 2004, 他 
9 遠藤環, 都市を生きる人々, 京都大学学術出版会, 2011, p.46 
10 松園祐子,タイにおける参加型コミュニティ開発,淑徳大学研究紀要 45 ,P.206, 2011 他 
11 パキニナット寺の住職の言及により確認 
12 バーン・プラッド区役所で入手したバーン・プラッド区の基本情報資料より 
13 バンコク都は、都心部(東)，都心部(西), 周辺部(東)，周辺部(西)，郊外部(東)，郊外

部(西)の 6 地域に分けられる。 
14 บนัทึกบางพลดั”2549”/ 2006 年のバーン・プラッド区,バーン・プラッド区役所,2005 年より 
15 渡邉貞文, 坪井善道, 秋山槙之介, 星原真彦, 渡邉佳英, バンコクの街路構造の特性に

関する研究 その 1－, 日本建築学会大会学術講演梗概集（中国）, 2008, p.969 
16 陰暦 12 月の満月の夜に、農民の収穫に恩恵深い水の精霊に感謝を捧げ、また罪や汚

れを水に流し、魂を浄めるお祭り (タイ国政府観光庁 HP より) 
17 踏査、ヒアリングにより確認 
18  BMA の規定より 
19 CODI 職員の言及より確認 

【表 5-1】スラム対策案 要素 

【表 5-2】スラム対策案 
分類 提案名寺社敷地 私有地

A-ⅰ

寺及び寺のネットワーク組織の同意を得
て、寺社敷地を長期的な借地契約という
形でオンサイトのBMPをはじめとした居
住環境改善事業を行う。

国もしくはバンコク都が土地を土地所有者から
買い取り、オンサイトでBMPを実施。

A-ⅱ

寺及び寺のネットワーク組織の同意を得
て、寺社敷地を長期的な借地契約という
形でオンサイトのBMPをはじめとした居
住環境改善事業を行う。

国もしくはバンコク都が土地を土地所有者から
買い取り、BEAの当初の対象であった15000
バーツ／月　の貧困者世帯をターゲットに絞
り、少ない住戸数の小規模なBEAを実施。

A-ⅲ

B-ⅰ

B-ⅱ

B-ⅲ

寺及び寺のネットワーク組織の同意を得
て、寺社敷地を長期的な借地契約という
形でオンサイトのBMPをはじめとした居
住環境改善事業を行う。

国もしくはバンコク都が土地を土地所有者から
買い取り、BEAの当初の対象であった15000
バーツ／月　の貧困者世帯をターゲットに絞
り、少ない住戸数の小規模なBEAを実施。

登録コミュニティ内を細分化する。コミュニティ内にもスラム、コンドミニアム、持ち家が集
まった地域などの様々な地域がある。これらの各地域及び全てのソイからコミュニティ委
員会のメンバーが選出されるようにする。（現在各ソイからコミュニティ委員会メンバーが
選出されている事例があるが、必ずしも全てのソイがスラム地域に面しているわけでは
ない。また、いくつもの地域に面しているソイもあるため、スラムの住民がコミュニティ委
員会に選出されない可能性もある。）そして、コミュニティ委員会で互いの地域の問題点
の改善を図るために自助・共助を試みる。

登録コミュニティへの申請に必要な100世帯以上の規定をBMAが緩和し、登録コミュニ
ティ化を図る。

寺を中心としたつながりの範囲を広げて広域なネットワークを構築し、交流を通して情報
共有する。ネットワークが確立された後には、そのネットワークを通して区に申請し、区が
インフラサービス等を提供する。

登録
コミュニティ
内のスラム

登録
コミュニティ
でないスラム

【表 5-4】スラム対策案 要素 

【表 5-4】スラム対策最終案 要素 

【表 5-5】スラム対策最終案  
最終スラム対策　最終案

1. 「広い範囲での共助」: CODIやBMP参加住民が、小規模スラム住民の結束力、リーダーシップを高笑

めるためのレクチャーやワークショップ等を開催し、スラム住民に居住環境を再考する機会を与えると共

に、居住環境を改善しようとする住民のインセンティブを高め、BMPへの参加の後押しや、その他の居住

環境改善方法を探る。

2. 「近代の制度緩和」：登録コミュニティ申請に必要な100戸以上の規定を緩和し、未登録の地域が登録

コミュニティになるよう推進する。これによって、未登録グループだけでなく、既に登録コミュニティ内に

あった小規模スラムを、新たに1つの登録コミュニティとして登録し直すことも可能になり、スラムの住民の

みに焦点を当てた社会サービスを受けられるようになる。

3. 「歴史的な資源の活用」：情報の共有という視点では、寺中心の広い範囲のつながりで地域ごとに代表

者を出し合って話し合いを行ったり、ソーシャルネットワーク等を活用したりすることでネットワークを築き、
情報共有を行う。具体的な居住環境事業などの活動においては、大きな規模での運営や維持の難しさを
考慮し、あくまで情報共有を行うための緩やかなネットワークという位置づけで次の具体的な活動へと進む
ためのステップとなることを目的として実施する。
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